
 
 
 

 
 

GR Japan   政局分析レポート 

日本初の女性首相誕生、自民・維新の連立政権がスタート 
2025 年 10 月 23 日 

 

自民党の高市早苗総裁が 10 月 21 日の臨時国会で首相に選出され、高市内閣が発足し

た。日本初の女性首相として党再生を印象付けることが期待されたものの、総裁選の過

程で党内勢力の思惑が強く働き、新政権の刷新イメージは後退している。26 年続いた

公明党との連立解消による政局の混乱で政治空白が生じる中、日本維新の会との新たな

連立政権が始動したが、政策決定プロセスは当面は不安定な状況が続く見通しだ。 

高市首相は就任にあたり党内調整を優先し、従来の持論を抑えざるを得ない局面が続く

一方、改革政党を掲げる維新との連立により、社会保障制度改革をはじめとする政策推

進力を確保できる可能性はある。 

新内閣には総裁選で高市氏を支えた側近らに加え、決選投票で支援した麻生太郎元首相

や茂木敏充氏への配慮が伺える顔ぶれとなった。連立パートナーである維新との政策協

議を見据え、政権運営の予見可能性を優先した対応と言える。 

高市内閣 閣僚名簿 

総務相 林芳正 防衛相 小泉進次郎 

法相 平口洋 官房長官 木原稔 

外相 茂木敏充 デジタル相 松本尚 

財務相 片山さつき 復興相 牧野京夫 

文部科学相 松本洋平 国家公安委員長 赤間二郎 

厚生労働相 上野賢一郎 地方創生担当相 黄川田仁志 

農林水産相 鈴木憲和 経済再生相 城内実 

経済産業相 赤澤亮正 経済安保相 小野田紀美 

国土交通相 金子恭之 環境相 石原宏高 



 
 
 

 
 

 

官房長官には、自民党保守派で高市首相と近い木原稔元防衛相を起用した。同様に保守

派で首相に近い小野田紀美参院議員を経済安保相にあて、外国人政策も兼務とする。 

総裁選で首相を支援した片山さつき元地方創生担当相は、女性初の財務相に就任した。

片山氏は財務省出身で、省内の政策決定プロセスに精通しており、自民党の金融調査会

長として財政・金融政策に関与してきた。今回の起用は、ガソリン税の暫定税率廃止や

給付付き税額控除、社会保険制度の見直しなど短期・長期の財政的課題への対応を念頭

においた人事と考えられる。   

2012 年 12 月の第 2 次安倍政権以降は公明党が担ってきた国交相のポストは、連立解

消により、自民党に戻った。民主党政権時代も加えて 16 年ぶりの自民党の国交相に

は、金子恭之元総務相が就任した。 

総裁選の候補者からは 3 人が入閣した。決選投票で高市首相に敗れた小泉進次郎氏は

防衛相に、1 回目の投票で 3 番目の得票を得た林芳正氏を総務相、茂木敏充氏は外相に

起用した。 

維新は、現時点では閣僚を出さない「閣外協力」の立場をとる。維新側からは今回の連

立合意の立役者である遠藤敬国対委員長が首相補佐官に就き、内閣とのパイプ役を担

う。これまで政府提出法案は、自民・公明の連立与党の各政務調査会での協議を経て方

針を決定してきた。維新との連立でも基本的な枠組みは同様だが、発足直後でもあり、

政策決定プロセスは当面、不安定となる可能性がある。 

一方、7 日に発足した自民党役員人事では、総裁選での勝利を後押しした麻生派と旧茂

木派を重用した。中でも麻生氏の存在感は大きく、義弟の鈴木俊一氏が幹事長に就任。

石破政権下で非主流派となっていた勢力が党幹部に返り咲く構図で、党内で唯一残る麻

生派を中心とした旧来型の党運営を想起させる布陣となった。 

 



 
 
 

 
 

自民党執行部 

副総裁 麻生太郎 総務会長 有村治子 

幹事長 鈴木俊一 選挙対策委員長 古屋圭司 

政務調査会長 小林鷹之 国会対策委員長 梶山弘志 

組織運動本部長 新藤義孝 広報本部長 鈴木貴子 
 

また高市氏は、政治資金パーティー収入の不記載問題を抱える旧安倍派と近く、萩生田

光一元政調会長を幹事長代行に起用した。この人事は野党の攻撃材料となり、公明党と

の連立解消の一因にもなった。 

政権運営のポイント 

高市政権と維新は、経済政策も含め 12 項目で合意し、連立政権を発足させた。安全保

障や憲法といった国家観の領域では両党は共通する部分が多いものの、合意内容には従

来の自民党の路線とは隔たりのある政策も含まれる。特に企業・団体献金をはじめとす

る政治資金のあり方や、国会議員の定数削減など自民党内での反発が予想され、政策協

議の過程で摩擦が生じる可能性は否めない。今回の連立合意には不安定要素が残ってお

り、連立の安定的な継続には危うさもある。 

経済政策では、東京一極集中を是正して経済成長を促す「副首都構想」を打ち出す維新

との連立によって、補助金や給付金などいわゆるバラマキ型の物価高対策にとどまら

ず、経済のファンダメンタルズに変化を促す施策が打ち出される可能性もある。成長産

業への重点投資や経済成長につながる構造改革の加速が期待されることは、市場や企業

にとって注視すべき点である。また外交・安全保障では、安全保障環境が戦後最も厳し

いとの認識を共有し、国家安全保障戦略など安保 3 文書を前倒しで改定する方針で合

意している。日米同盟を基軸とした外交政策に変化はないことを明確にした上で、自主

性を持った防衛力確保を目指すことを強調した。 

一方、物価高と賃金停滞による経済不安が続く中、政権が経済成長につながる政策や将

来ビジョンを十分に提示できなかったことが与党離れを加速させており、高市政権も衆



 
 
 

 
 

参両院で少数与党として厳しい政権運営が見込まれる。高市首相が国民の支持を回復す

るには、新たな連立政権の枠組みによる刷新感の演出にとどまらず、生活改善につなが

る政策の実行が不可欠である。自公政権では、組織力のある公明党の強固な選挙協力が

勝利の基盤となってきた。公明が連立離脱した今、政策の実行と成果が伴わなければ、

次の選挙で勝利することは難しい。  

 

主な政治日程  

10 月  26 日〜 ASEAN 関連首脳会議 （マレーシア） 

        27 日〜 トランプ米大統領 来日（28 日に日米首脳会談で調整中） 

  31 日〜 APEC 首脳会議（韓国） 
 

 


